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研究成果の概要（和文）：財政規律をめぐる規範形成と政策展開について、ヨーロッパ諸国の中でも比較的早期
に財政規律に関する法制度を整備したドイツとポーランドを中心として、財政規律をめぐる規範がどのように制
度化されたかを分析した。ＥＵという共通の枠組がありながら、ソブリン危機後に財政条約が締結される以前に
制度化されたドイツとポーランドでは、政策の相互参照はほとんど行われておらず、それぞれの国における政治
状況と国内制度の要請が財政規律条項導入の主たる要因であった。また財政規律導入後の施行段階においても、
国内政治要因がより重要である。

研究成果の概要（英文）：Germany and Poland introduced the principle to reduce national budget 
deficit earlier than other EU member states. The domestic politics and historical experiences played
 major roles in both countries before the establishment of the Treaty on Stability, Coordination and
 Governance in the Economic and Monetary Union (TSCG). Europeanization and policy transfer can be 
observed after the introduction of the TSCG. But in Poland, the domestic politics influenced the 
implementation of the fiscal discipline. In Germany the broad consensus on the fiscal discipline 
influenced the implementation of the fiscal norm. The down load type Europeanization and policy 
transfer played limited role for both countries.

研究分野： European Union Studies
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１．研究開始当初の背景 
（１）ギリシャのソブリン危機以来、欧州連
合（EU）加盟国は財政条約を締結するなど、
これまで十分でなかった欧州レベルの枠組
みによる国家予算の拘束が強まった。その背
景には財政規律が重要であるという思想と
具体的な執行のための政策が存在していた。 
 
（２）欧州のいくつかの国では、EU レベル
での国家財政への拘束が強まる以前から、憲
法や法律に財政の健全化を義務づける条項
が存在した。 
 
（３）ドイツでは共通通貨ユーロの安定性を
担保するための安定成長協定が結ばれた後
において、ドイツはこの協定の規定を経済状
況とりわけ雇用情勢の悪化のために守れな
かったことから、再び財政健全化が議論とな
った。その結果 2009 年に憲法の改正がおこ
なわれ、2016 年から連邦の財政健全化が憲
法規定として組み込まれることとなった。体
制移行後のポーランドでは、国家財政を法律
によって規定することは既に 1997 年に実
現していた。2001 年にはいわゆる「ベル
カ・ルール」が提案され、国の財政支出の
増加を実質 1%以内に抑制するなど、憲法
規定より厳格な財政ルールが提起された。
EU 外のスイスでも 2001 年には国民投票
によって財政規律条項が実現していた。 
 
２．研究の目的 
（１）本研究は財政規律の関する規定がいか
に形成され、政策となり、ソブリン危機後
EU レベルの規定となったかを分析し、国家
とEUレベルの財政規律政策をめぐる相互作
用を明らかにする。いくつかの財政健全性
を重要視する国の政策が相互に参照されな
がら、EU レベルの制度となっていったの
か否かを明らかにする。 
 
（２）制度が規定された後の財政規律をめぐ
る国内政治と政策の変化を、いくつかの EU
構成国とその政策展開を取りあげて具体的
に明らかにする。ドイツとポーランドが中心
的な分析対象とされる。 
 
３．研究の方法 
（１）本研究課題に関連する先行研究、文献
情報を精査したうえで、議会資料、政府資料
などを調査することにより、憲法改正、立法
化の政治プロセスを明らかにすることを試
みた。 
 
（２）対象国の政治過程分析、政策執行過程
分析をおこなった。またメディアにおける財
政規律問題の扱われ方を精査することによ
り、社会における財政規律の扱われ方も検討
した。ドイツ、ポーランドをはじめとする欧
州諸国の研究者とも交流し、財政規律の政
治・社会における扱われ方を総合的に検討し

た。 
 
４．研究成果 
（１）ドイツについては、憲法（基本法）第
109 条や 115 条の関連条項が制定されたプロ
セスを最初に検討した。より早期に規定され
てたポーランドやスイスなどの財政規律条
項がどのような意義を持ち参照されたかを
調査したが、実際に政治過程と憲法改正のプ 
ロセスを調査してみると、財政規律問題が連
邦政府と州政府の権限関係の再定義、いわゆ
る「連邦制度改革」問題として議論されてい
ることがはっきりとわかった。関係するアク
ターは議会の連邦制度改革を専門とする議
員と連邦参議院（州政府から構成される議
会）の州首相らが中心となっていた。連邦制
度改革については大部の報告書と資料が存
在しており、それを議会議事録とつきあわせ
るなどしながら分析を行った。ドイツの連邦
制度改革は数次にわたって大規模なものが
おこなわれているが、財政規律問題は直近の
大規模改革の最大のポイントの一つであっ
た。その結果、ＥＵ内の他国の制度の参照な
どはほとんどなされておらず、あくまで望ま
しい連邦制と財政制度という視点から議論
され、制度が構築されてきたことがわかった。 
 
（２）ポーランドにおいては、体制移行後の
制度改革とＥＵ加盟に向けた圧力が財政規
律条項の憲法への導入の前提となっていた。
特殊な環境の下で、規定は非常に早期に導入
された。このプロセスでも他国の政策参照は
ほとんど見られない。 
 
（３）財政規律規定導入後のドイツとポーラ
ンドの状況と財政規律をめぐる政治過程は
大きく異なっていたことも明らかにされた。
ドイツにおいては、歴史的経緯から財政規律
に関して強いコンセンサスが存在していた
が、経済状況の悪化に伴いシュレーダー政権
初期には政策としては規律を遵守できなか
った。この経験に基づき導入された新制度は、
非常に強く財政とそれをめぐる政治を拘束
した。さらに好都合なことに、規定導入後一
貫して景気拡大が続き、今日に至るまで好況
が続いている。その結果、単年度で財政は均
衡し、長期債務も削減に向かう趨勢の中にあ
る。 
 
（４）ポーランドでは、規定導入後の経済状
況は好ましくなく、民主左派同盟政権の取り
組みは挫折することとなった。これはＥＵ加
盟にかかる行政コストが増加したことと、政
権内部での財政規律をめぐる対立があった
ためである。その後の市民プラットフォーム
政権でも財政規律の強化は試みられたが、改
革のコストを押しつけられた若年層の反対
により試みは成功しなかった。ポーランドの
政治過程を見ると、財政規律は目標としては
合意されても実際の政治過程により実施は



困難になっていったことが明らかとなり、
「法と正義」政権ではさらにＥＵレベルの規
律ルールの適用を弱める動きが見られる。 
 
（５）2016 年から 2017 年にかけてはヨーロ
ッパ全体でポピュリズムの影響をめぐる議
論が高まったが、財政規律問題がどのように
影響を受けるかは、財政規律の政策展開を分
析する上で重要なポイントであった。2017 年
9 月に実施されたドイツの連邦議会選挙でも
右翼ポピュリスト政党「ドイツのための選択
肢（ＡｆＤ）」が躍進した。しかし、ＡｆＤ
はそもそも反ユーロ、弱い通貨諸国との連帯
に対する反対から出発していて当初から財
政規律を重視していたこと、さらに、連立政
権作りに関与できない左派党を除き、主要政
党は引き続き財政規律原則を堅持したこと
から、ドイツにおいては引き続き憲法の規定
通りに赤字を出さない財政均衡が継続され
ることとなった。その中でも、社会民主党は
ＥＵにおける連帯などの点から、より積極的
な財政関与の可能性についてたびたび言及
したものの、最終的に大連立政権の合意文書
では大きな変更はみられず、これまで通りに
財政規律を前提とした政策展開が行われる
こととなった。 
 
（６）ドイツでは中央政府のみならず、地方
政府（州と地自体）の財政規律規定は憲法に
より移行期間を経て 2020 年から完全実施さ
れる。移行期間に政権枠組の変化などが多く
見られるが、どの政党が政権についても、財
政規律をめぐる考え方については基本的に
変化が見られない。連邦（中央）政府から地
方政府にいたるまで、政党を軸として、財政
規律規範が幅広く浸透している。 
 
（７）研究期間内には、とりわけ 2015 年に
100 万人を大きく超える難民がＥＵに流入し
た難民危機がおこり、ＥＵ諸国にとって財政
的にも大きな負担となった。またロシアのク
リミア半島併合後、ヨーロッパの安全保障環
境は大きく変容した。ＮＡＴＯは防衛費をＧ
ＤＰ比で２％とする目標を設定した。これら
の問題に代表されるように、財政規律に強く
影響する問題が立て続けにおこったにもか
かわらず、ドイツ国内において財政規律は厳
格に守られ、規律をめぐる政治的なコンセン
サスは揺るがなかった。 
 
（８）研究期間の最後には他のＥＵ諸国にお
ける財政規律の適用のされ方についても検
討を進めたが、国内政治状況、とりわけポピ
ュリスト政党の登場、経済状況などに大きく
左右されている。好景気の下で厳格に財政規
律を運用するドイツと悪条件下で国内の経
済的な疲弊と国民の不満に対応しなければ
ならない諸国とでは財政規律の適用をめぐ
る認識が大きく異なる。しかし、本研究で明
らかになったように、ドイツの財政規律につ

いての制度とそれを実現した政治的、社会的
コンセンサスは、ＥＵレベルで政府が譲歩を
することを非常に困難にしている。また、ポ
ーランドの事例が示すように、財政条約によ
って大枠が決まっていても、国内政治状況の
変化によって、ヨーロッパ化とＥＵからの拘
束には限界が見られる。 
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